
①
大
田
区
国
民
健
康
保
険

条
例
の
一
部
を
改
正
す

る
条
例

国
保
に
は
子
ど
も
の
人

数
に
応
じ
て
加
算
す
る
均

等
割
が
あ
り
、
18
歳
ま
で

の
均
等
割
を
ゼ
ロ
に
す
る

条
例
を
提
案
し
ま
し
た
。

②
大
田
区
お
と
し
よ
り
介

護
応
援
手
当
条
例

区
内
に
住
む
65
歳
以
上
、

要
介
護
３
以
上
、
３
か
月

以
上
ね
た
き
り
又
は
認
知

症
の
あ
る
、
在
宅
で
介
護

を
受
け
て
い
る
方
に
月
２

万
円
の
支
給
で
本
人
と
家

族
の
支
援
し
ま
す
。

③
大
田
区
世
帯
向
け
家
賃

助
成
条
例

大
田
区
内
で
は
、
世
帯

向
け
マ
ン
シ
ョ
ン
家
賃
が

10
万
か
ら
18
万
円
が
相
場

で
す
。
提
案
は
月
３
万
円

の
助
成
を
行
う
も
の
で
す
。

家
賃
制
度
が
あ
っ
て
こ
そ

の
住
宅
制
度
で
す
。

④
大
田
区
学
校
給
食
費
助

成
条
例

全
国
的
に
給
食
費
の
無

償
化
が
広
が
る
中
で
、
区

立
小
中
学
校
給
食
費
を
無

料
に
す
る
た
め
の
提
案
で

し
た
。

い
ず
れ
の
条
例
案
も

「
国
が
や
る
べ
き
こ
と
」

「
以
前
提
出
さ
れ
た
も
の

と
同
じ
」
な
ど
の
理
由
で

自
民
・
公
明
・
維
新
等
の

反
対
多
数
に
よ
り
否
決
さ

れ
ま
し
た
。

日本共産党大田区議団

大田区蒲田5-13-14
TEL 03-5744-1477
FAX 03-3730-3447
E-mail
kugidan@jcp-ota.jp
ご意見、ご要望をお
寄せ下さい。

２０２３年１月 日本共産党大田区議団ニュース ホームページ https://kugidan.jcp-ota.jp/ No.２９９(１)

日本共産党岸田政権の大軍拡・大増税を許さず、

物価高騰から区民のくらしを守る

ために全力で頑張ります

杉山こういち あらお大介 すがや郁恵 黒沼良光 大竹辰治 佐藤 伸 清水菊美
健康福祉委員 こども文教委員 総務財政委員 まちづくり環境委員 健康福祉委員 地域産業委員 総務財政委員

羽田空港対策特別委員 オリンピックパラリンピック観光推進特別委員 防災安全対策特別委員 防災安全対策特別委員 交通臨海部活性化特別委員会副委員長 交通臨海部活性化特別委員 オリンピックパラリンピック観光推進特別委員

TEL 3730-3480 TEL 3757-9881 TEL 3768-5844 TEL 3735-6467 TEL 3735-2611 TEL 3298-6362 TEL 090-3342-3001

２
０
２
３
年
新
し
い
年
が
始
ま
り
ま
し
た
。

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
拡
大
は
、
第
８
波

に
入
り
未
だ
終
息
が
見
え
ま
せ
ん
。
さ
ら
に
自
民
・

公
明
の
岸
田
政
権
は
、
物
価
高
騰
と
異
常
円
安
の

対
応
不
能
に
陥
っ
て
い
ま
す
。
軍
事
費
を
今
後
５

年
間
で
総
額
43
兆
円
増
額
し
、
財
源
を
増
税
と
社

会
保
障
の
削
減
な
ど
進
め
よ
う
と
し
て
い
ま
す
。

大
田
区
は
新
空
港
線
（
蒲
蒲
線
）
計
画
を
強
引

に
進
め
、
第
３
セ
ク
タ
ー
を
東
急
電
鉄
と
設
立
し
、

約
90
億
円
の
積
立
金
を
「
ま
ち
づ
く
り
」
と
一
体

で
さ
ら
に
増
額
す
る
と
し
て
い
ま
す
。
こ
の
ま
ま

で
は
天
井
知
ら
ず
の
積
立
と
な
り
、
区
民
生
活
へ

の
犠
牲
は
免
れ
ま
せ
ん
。
計
画
の
中
止
撤
回
を
求

め
て
い
き
ま
す
。

新
年
度
予
算
は
区
民
の
く
ら
し
や
福
祉
予
算
の

削
減
で
は
な
く
、
地
方
自
治
体
の
本
来
の
役
割
で

あ
る
区
民
の
命
、
暮
ら
し
、
営
業
を
応
援
し
、
誰

一
人
取
り
残
さ
な
い
住
民
福
祉
増
進
の
予
算
と
す

べ
き
で
す
。

住
民
が
主
人
公
の
区
政
へ
、
本
年
も
党
区
議
団

は
全
力
を
挙
げ
て
い
き
ま
す
。

２
０
２
３
年
１
月

第
４
回
定
例
会

党
区
議
団
は
４
件
の
条
例
を
提
案

自
民
・
公
明
・
維
新
等
の
反
対
多
数
で
否
決

法律相談のご案内
区議団顧問弁護士による、法律相談です。

お気軽にご利用ください。

１月１９日(木) 午後１時より
２月 ２日(木) 午後１時より

場所 日本共産党大田区議団控室
(大田区役所10階) ℡5744-1477

◎予約制です。前日までにお電話下さい。

議
会
日
程
（
案
）

２
月

７
日
（
火
）
請
願
・
陳
情
締
切

15
日
（
水
）
定
例
会
第
１
日

代
表
質
問

大
竹
議
員

16
日
（
木
）
定
例
会
第
２
日

一
般
質
問

す
が
や
議
員

あ
ら
お
議
員
・
黒
沼
議
員

28
日
（
火
）
予
算
特
別
委
員
会

総
括
質
疑

黒
沼
議
員

請
願
・陳
情
を
お
寄
せ
く

だ
さ
い
。

ストップ
新空港線



45.6%

29.3%

14.6%

23.2%

18.8%

6.4%

6.0%

経済的支援

学童保育の増設

予防接種の拡充

その他

16.8%

34.6%

15.5%

29.4%

17.1%

11.5%

25.1%

29.7%

19.4%

5.8%

少人数学級

いじめ対策

体罰の根絶

基礎学力の向上

学費引き下げ

特別支援教育

教職員の増員

その他

10.2% 62.6% 10.4% 15.8%
1.0%

賛成 反対 わからない どちらとも言えない その他

37.3%

28.8%

29.6%

42.6%

44.9%

1.6%

1.8%

入所施設の整備

家族の負担軽減

その他

14.9%

10.6%

13.1%

18.4%

22.1%

4.2%

16.4%

24.9%

8.4%

6.9%

5.1%

特別融資の創設

後継者育成

大型店の出店規制

その他

39.4%

16.3%

14.0%

12.7%

27.5%

38.6%

6.9%

22.1%

21.2%

3.8%

耐震化対策

不燃化対策

津波対策

液状化対策

災害備蓄品の充実

避難所の充実

急傾斜地対策

風水害対策

その他

34.0%

44.6%

14.4%

33.9%

5.5%

騒音

事故の危険

大気汚染

落下物

その他

42.9%

15.3%

11.0%

14.7%

27.5%

28.5%

31.0%

5.6%

病床数の増加

公的医療の充実

その他

 

大田区民アンケート 2022年にご協力

ありがとうございました（中間報告②） 
前号の続きの中間報告です。 

子育て支援について 
あなたの望む支援策はなんですか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育について 
力を入れてほしい事業はなんですか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療・介護について 

(1) 政府は入院医療と介護保険サービスの削減・負担増の方

向を打ち出していますが、どう思いますか？ 

 

 

 

 

(2) 医療に望む事はなんですか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 介護に望む事はなんですか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業振興について 
不況が続くなかで望む支援策はなんですか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災対策で望むことはなんですか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

羽田空港離発着機増便について 

2020年から羽田離発着便を増やすために新たなルートを飛

行しています。不安なことは何ですか？ 

 

 

 

 

 

 

ご協力ありがとうございました。 

２０２３年１月                                     日本共産党大田区議団ニュース                                       No.２９９(２) 

保護者の職場 
環境の改善 
産科・小児 
医療の充実 

保育園の増設 
（待機児童解消） 

小中学校 
給食費無料化 

給付型 
奨学金拡充 

利用料・保険料 
の引き下げ 

実態に合った 
要介護認定 

介護従事者の 
処遇改善 

救急・夜間休日 
医療の充実 

区の産業経済 
予算の増額 

住宅リフォーム 
助成制度拡充 

家賃等の直接支援 

受発注企業 
の支援拡充 

新製品・新技術開発 
への支援の拡充 

商店街の 
空き店舗対策 

商店の 
リフォーム助成 

災害時要援護者 
の支援 

保険料・窓口 
負担の軽減 

入院期間制限 
の中止 

産科・小児科 
の充実 

医師・看護師 
の増員 

救急・夜間休日 
医療の充実 


